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(McMahon,M.J, Gatchel,R.J, Polatin,P.B, Mayer,T.G. 1997, Macfarlane,GJ. et al2009)．
最近では心理社会的要因が特に注目されており，先行研究でも心理社会的要因が筋骨格系





























































(Matsudaira,K. et al2015)．腰痛多発職種の 1つである保健・医療業種に従事する勤労者
の人間工学的要因としては体位変換や移乗の回数が報告されており，心理社会的要因とし
ては恐怖回避思考が腰痛症の発症や慢性化に影響を与える重要な因子であると考えられて











































あると報告されている(Matsudaira,K. et al 2012)．またスウェーデンで実施された 25～




再発率の高さが挙げられており，既往歴のない患者の 22％，既往歴のある患者の 56％が 1
年以内に再発し，全腰痛患者の再発率は 60％であるとの報告(Hasegawa,T,Katsuhira,J, 
Matsudaira,K, Iwakiri,K, Maruyama,H2003)や腰痛の痛みと活動障害は 1ヶ月で改善して
82％が職場復帰を果たすものの，１年以内に 73％が再発するといった報告がある
(Pengel,L.H, Herbert,R.D, Maher,C.G, Refshauge,K.M 2003)． 
 また特に保健・衛生業種は腰痛発症率が高く，代表的な職種である看護師・介護職種の




























Carrino,J.A, Deyo,R.A2009, Elfering A. et al2002)．最近では活動障害を伴う腰痛の予
測因子は，MRI・椎間板造影所見よりも，心理的苦痛，恐怖回避の思考といった心理社会的
因子が深くかかわっていると報告されている(Carragee,E.J, Alamin,T.F, Miller,J.L, 




























































推奨されている(Hilde,G, Hagen,K.B, Jamtvedt,G, Winnem,M. 2002, Hagen,K.B, Hilde,G, 
Jamtvedt,G, Winnem,M. 2004,Buchbinder,R. et al2001)．また，慢性腰痛症に関して，物
理療法は勧めないこと，薬物療法や徒手療法は短期間に限ること，運動療法を行うこと，
認知行動療法，集学的治療が推奨されると報告されている(Martimo,K.P. et al2007)． 
 また，慢性腰痛患者に対する読書療法の有効性を追跡調査した結果，読了後 1週間で 52％
の患者が改善し，9 ヶ月後，18 ヶ月後もさらに改善し続けたとする報告(Udermann, BE.et 
al2004)や，オーストラリアのビクトリア州(人口 500 万)で大規模なメディアキャンペーン























くい ADL 指導，理学療法士は運動療法による身体活動量増加をそれぞれ担当する(本田 哲
三．2005)． 
先行研究における具体的な治療戦略は以下のとおりである．集学的治療の介入期間は 1
～数人の疼痛性患者に対して毎週月曜日から金曜日までの 5 日間 3 週間の外来通院を原則
































































治療は 1 回の介入時間が長いため，実際に職場で実施することは困難である(本田 哲三．
2005)． 
以上より，本研究にて対象とする保健医療業種に従事する勤労者の腰痛症おいて恐怖回
避思考に着目する必要性を明らかにするために, 検討課題 1 として「腰痛症発症および慢
性化のリスクとして考えられている人間工学的要因と恐怖回避思考が，看護・介護職に従
事する勤労者の腰痛症に与えている影響を明らかにする」を設定した． 








































   1,806 名 
アンケート
調査 
腰痛有訴率 23％が 3ヶ月以上の腰痛である． 
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生活)である．                                
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- レビュー - 
身体的負担による腰痛症予防に
ついて記述している． 




































































































































クターであることは先行研究より明らかになっている(Fujii,T. et al 2013)．また，本研






































































看護師 289 名（急性期，療養型勤務 187 名，回復期，外来勤務 107 名），看護助手 22 名，

































骨から臀溝までの範囲におけるどこかの疼痛とし，腰痛の程度を Numerical Rating Scale
（以下，NRS）を用いて評価した（0点：全く痛みなし 10点：今まで経験した中で最も強
い痛み）． 























て，前半項目と同様に 0：まったくそう思わないから，6：全くその通りであるまでの 7 段
階で回答する．以上より，FABQ 後半項目は普段の仕事が腰痛症に影響を与えると考えてい
るかを反映する項目であると思われる．また日本語版 FABQは言語的妥当性が先行研究より






て Mann-Whitney's U-test を実施した．いずれの検定も有意確立は危険率 5%未満とした．
なお，統計学的解析には IBM SPSS Statistic 22を使用した． 
 
・新規性 
























 質問紙を配布した対象者は 442名（看護師 312名，看護助手 24名，介護士 106名）であ
り，全項目に欠損なく回答し，除外基準に該当しなかった者は 398 名であった．対象者の
内訳は看護師 289名（急性期，療養型勤務 187名，回復期，外来勤務 107名），看護助手 22





±6.6 回，NRS：3.1±2.4，日本語版 FABQ：41.3±18.2 点である（表 1）．看護師のみを対
象に勤務病棟に応じて群分けを実施した結果，急性期・療養型勤務の看護師（以下，急性

































項目 標準化編回帰係数 有意水準 
日本語版 FABQ 0.416 p<0.05 
体位変換回数 0.193 p<0.05 
N=398 
 

































































































腰痛の程度との関連性の強さに関しては，日本語版 FABQ は標準化編回帰係数＝0.416 で
あり，体位変換回数は標準化編回帰係数＝0.193であった．また，表 3に示すように看護師










人間工学的要因と比較して強く関連していると考えられる．先行研究より 20 歳から 70 歳
までの勤労者を対象とした大規模調査では恐怖回避思考が独立した危険因子として腰痛症











































告されている(Matsudaira,K. et al 2014)．また，腰痛症に関する先行研究でも腰痛症を
改善するための非薬物療法として安静臥床を避け，可能な限り仕事を行いながら身体活動
量を維持することが強く推奨されていることから(Hilde G. et al 2002, Hagen KB. et 
























































とが示されており，短期的な教育が有用であることが報告されている(Udermann, BE. et 
al2004)．他の先行研究でも医師による 1時間の腰痛対策教育と通常治療を組み合わせると































了後として 17:00～17:30 の間で開始した．実施時間は，まず質問紙の回答時間として 10







































































































































































































































































表 5：腰痛対策教育前後の日本語版 FABQの変化 
 
腰痛対策教育前 腰痛対策教育後 
FABQ前半項目* 19.5(14.25-22) 14.5(9.5-19) 
FABQ後半項目* 32(16.25-37.5) 21(5.25-26) 





実施した結果，表 6に示されるように 3因子が抽出された．第 1因子は日本語版 FABQ の設
問 1～5であり，第 2因子は日本語版 FABQの設問 6～13であり，第 3因子は FABQの設問 14
～16である． 
















え方を問う内容である．以上より第 2 第 2 因子は普段の職業動作が腰痛に与える影響に関
する考えに関する負荷量が高いと考え，職業動作と命名した． 





































日本語版 FABQ設問 因子負荷量 
1.私の腰痛は身体の動作が原因で生じた .896 .182 .151 
2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる .908 .304 .212 
3．身体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない .900 .230 .131 
4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はするべきでない 
.839 .291 .184 
5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はできない 
.813 .277 .213 
6．私の腰痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプニング
（偶発的な出来事）が原因で生じた 
.249 .660 .361 
7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した .207 .842 .194 
8．私の腰痛に対して，私は補償を請求する権利がある .270 .893 .115 
9．私にとって普段の仕事は重労働過ぎる .338 .713 .405 
10．私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪
化させる可能性がある 
.145 .785 .176 
11．私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれ
ない 
.353 .803 .135 
12．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事をすべきでない .258 .715 .424 
13．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事はできない .269 .693 .581 
14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない .305 .467 .614 
15．3 か月以内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない .167 .268 .885 
16．もう二度と私の普段の仕事に復帰できるとは思わない .158 .166 .772 
固有値 5.6 4.4 2.9 
寄与率（%） 34.9 27.7 18.1 
因子間相関 
1.000   
.587 1.000  









子が 19.5(14.25-22)，第 2 因子が 27(15.5-33)，第 3 因子が 1(0-3)であった．腰痛対策教
育後の第 1 因子は 3.5(2.25-12.75)，第 2 因子は 21(5.25-24.75)，第 3 因子は 1(0-5)であ
った．各因子において腰痛対策教育前後で Willcoxon 符号付順位検定を行った結果，第 1





第 1因子* 19.5(14.25-22) 14.5(9.5-19) 
第 2因子* 27(15.5-33) 21(5.25-24.75) 








 本検討課題において，対象者の第 3 因子は腰痛対策教育前が 1(0-3)，腰痛対策教育後が
1(0-5)であったため，ほとんどの対象者が，仕事が制限されるほどの腰痛症は有していな




表 8：FABQにおいて 4点以上獲得した者の腰痛対策教育前後の変化 
 
腰痛対策教育前 腰痛対策教育後 
















結果は，因子分析により第 1 因子：身体動作，第 2 因子：職業動作，第 3 因子：仕事の











 表 5 の結果より対象者における腰痛対策教育前後の日本語版 FABQ の中央値(四分位範
囲)は腰痛対策教育前の日本語版 FABQ の前半項目は．19(13-22)点であり，後半項目は
32.5(16.25－38)点，合計点は 48(26.75-61)点であった．腰痛対策教育後における日本語版









α係数は，因子 1が 0.956，因子 2が 0.966，因子 3が 0.832であり内的一貫性は保たれて
いる．因子 1 は体をひねることや前かがみになるといった身体の動作が腰痛に与える考え



















































 そこで対象を，日本語版 FABQの項目 14～16において「その通りである（4点以上）」に
回答した 8 名に限定して再度，腰痛対策教育前後の変化を検討した．表 8 に示されるよう












































































結果は，因子分析により第 1 因子：身体動作，第 2 因子：職業動作，第 3 因子：仕事の
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聖隷クリストファー大学大学院 博士後期課程 齊藤誠 
【お問い合わせ先】 
1）聖隷クリストファー大学 





年齢：    才   性別： 男 ・ 女   
 
勤務病棟：外来・急性期・回復期・療養型・その他（          ）  
 
現在の職種での経験年数：      年目 
（例：A院に 5年，現在の職場に勤務して 2年目であれば，経験年数は 7年目です．） 
 
現在の職場で 1日に移乗動作を行う回数：約      回 
 
現在の職場で 1日に体位変換を行う回数：約      回 
 
腰痛によって過去に医師から診断を受けたことがありますか ある ・ ない 
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1.私の腰痛は身体の動作が原因で生じた 0 1    2 3 4    5 6 
2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる 0 1    2 3 4    5 6 
3．身体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない 0 1    2 3 4    5 6 
4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はするべきでない 
0 1    2 3 4    5 6 
5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はできない 





0 1    2 3 4    5 6 
7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した 0 1    2 3 4    5 6 
8．私の腰痛に対して，私は補償を請求する権利がある 0 1    2 3 4    5 6 
9．私にとって普段の仕事は重労働過ぎる 0 1    2 3 4    5 6 
10．私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪
化させる可能性がある 
0 1    2 3 4    5 6 
11．私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれ
ない 
0 1    2 3 4    5 6 
12．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事をすべきでない 0 1    2 3 4    5 6 
13．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事はできない 0 1    2 3 4    5 6 
14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない 0 1    2 3 4    5 6 
15．3か月以内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない 0 1    2 3 4   5 6 
16．もう二度と私の普段の仕事に復帰できるとは思わない 0 1    2 3 4    5 6 
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【付録 3：検討課題 2の参考資料】 
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